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▪ 地方創生SDGs金融を推進するにあたって、現時
点で4つのイニシアティブを検討する必要がある
– 登録・認証制度：地方創生SDGsに取り組む
地域事業者を認知する制度

– 金融商品・サービス１(地域金融機関→地域
事業者)：地域金融機関が、地方創生SDGs
に取り組む地域事業者に対して行う投融資

– 金融商品・サービス２(大手金融機関→地域
金融機関)：大手金融機関が、地方創生
SDGsに取り組む地域事業者に対して投融資
を行っている地域金融機関に対して行う投融資

– 金融表彰制度：地方創生SDGsに取り組む地
方事業者に対して投融資を行っている地域金
融機関を認知する制度

▪ 各イニシアティブの設計に当たって、地方創生SDGs
に対する実効性をおよび実現可能性を検証したい

▪ 各4つのイニシアティブについて、ヒア
リング・アンケートを通して、以下2
点を検証する
– 検証事項A：各イニシアティ
ブが地方創生SDGsに本当
に寄与するのか

– 検証事項B：どのような設
計・運用方法を採用すれば、
当該制度が機能するのか

目的

背景

■ニーズ調査の背景と目的
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地方創生
SDGs金融
が地方創生
SDGsに本
当に寄与す
るのか

金融商品・
サービス１が
地方創生
SDGsに寄与
するのか

登録・認証制
度が地方創生
SDGsに寄与
するのか

金融商品・
サービス２が
地方創生
SDGsに寄与
するのか

金融表彰制
度が地方創
生SDGsに寄
与するのか

初期的見立て

▪ 地域事業は取組を認知・評
価してもらうことを目的として
当該制度を利用する

▪ 地方創生SDGsを認識して
いる企業は当該制度を利用
して取組の加速に繋げる

▪ 地方創生SDGsを知らない
事業は、当該制度が新たに
取組を始める動機となる

▪ -

▪ 融資で得た資金利用の説明
責任を果たすために、地方
創生SDGsへの投資に資金
を利用する

▪ 融資の際、地方創生SDGs
を加味することによって更なる
リターンの創出につながると
認識している

▪ 地方創生SDGsへの取り組
みを認知し、融資の判断材
料として利用することができる
/できるようになる

▪ - ▪ 融資で得た資金利用の説明
責任を果たすために、地方
創生SDGsへの投資に資金
を利用する

▪ 融資の際、地方創生SDGsを
加味することによって更なるリ
ターンの創出につながると認識
している

▪ 地方創生SDGsへの取り組みを
認知し、判断材料として利用す
ることができる/できるようになる

▪ - ▪ 地方創生SDGsへの投資を
認知・評価するために当該
制度を利用する

▪ 当該制度が新たに投資を始
める動機となる

▪ 表彰を目指し、地域金融機
関が実際に資金を地方創生
SDGsに投資することを促す

▪ 地域金融機関への融資を行う
際、当該制度を利用して新し
い融資先を開拓・検討する

地域事業者 地域金融機関 大手金融機関 国・地方自治体
▪ より多くの地域事業者に地方
創生SDGsへの取り組みをは
じめる・強化してもらうために
当該制度を利用してもらう

▪ -

▪ 地域事業者への融資を行う
際、当該制度を利用して新
しい融資先を開拓・検討す
る

検証事項A

▪ より多くの地域金融機関に地
方創生SDGsへの融資をはじ
める・強化してもらうために当
該制度を利用してもらう

■検証事項Aの仮説
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■検証事項Bの仮説

どのような
設計・運用
すれば、当
該制度が
機能するの
か

金融商品・
サービス(地域
金融機関→
地域事業者)
が機能する

どのような登
録・認証制度
を設計・運用
すれば、機能
するのか

金融商品・
サービス(大手
金融機関→
地域金融機
関)が機能す
る

金融表彰制
度が機能する

初期的見立て

▪ 地方創生SDGs自体を認知
しており、自身が地方創生
SDGsに取り組んでいること
を認識している

▪ 資金ニーズがあり、当該制度
の利点を感じている

▪ 登録・認証方法に必要なア
クションを把握している

▪ -

▪ 当該金融商品・サービスを利
用する条件を把握しており、
自身がポテンシャルの高い融
資対象であると認識している

▪ 地方創生SDGsに取り組む
地域事業者の活動を支援す
る金融商品・サービスを設計
できる/できるようになる

▪ 地方創生SDGsに取り組む
地域事業の発掘・分析・投
資するノウハウ・キャパシティ
がある/できるようになる

▪ -

▪ - ▪ 当該金融商品・サービスを利
用する条件を把握しており、
自身が融資対象であると認
識している

▪ 対象となるために必要なアク
ションを把握し、融資の申
請・合意に向けた労力を割
ける

▪ 地方創生SDGsに取り組む
地域金融機関の活動を支
援する金融商品・サービスを
設計できる/できるようになる

▪ - ▪ 地方創生SDGsを認知し、
自身が地方創生SDGsに取
り組む地域事業者に投資を
行っていることを認識している

▪ 当該制度の利点を感じており、
応募を検討している

▪ 当該制度によって、地方創
生SDGsに取り組む地域事
業に対して融資を行う地域
金融機関を認知することが
できる

地域事業者 地域金融機関 大手金融機関 国・地方自治体
▪ 登録・認証の主体として適格
である

▪ 運営主体としてのノウハウと
キャパシティがある

▪ -

▪ -

▪ 表彰の主体として適格である
▪ 運営主体としてのノウハウと
キャパシティがある

▪ 当該制度によって地方創生
SDGsの取組を行う地域事
業を認知することができる

▪ 当該制度によって登録・認証
された地域事業者は融資の
有力な対象であることを認
識している

検証事項B
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■地域金融機関：ニーズ調査実施概要

インタビューアンケート(2019/09/18 AM10:00時点)

実施期間
 2019年9月4日～9月17日  2019年9月8月29日～9月6日

対象者
 地域金融機関507行にアンケートを
送付し、259行から回答を回収

 地域金融機関および関係各所：大
手金融機関、地域金融機関、地域
財務事務所（1機関）

実施方法
 Webフォームでのアンケート  対面のヒアリング

 共通の質問に加え、回答内容を踏ま
えてフォローアップ質問を実施

質問例

 SDGsに関連する融資商品を設けて
いますか？

 融資における課題は何ですか？
 金融機関を表彰する制度があった場
合、より積極的に融資を行おうと思い
ますか？

 現状、地域金融機関はどの程度
SDGsに対して認知し、取組に対して
支援を行っていますか？

 どのような工夫があれば、SDGsを事
業性評価項目に含めやすくなります
か？

資料:地域金融機関アンケート・インタビュー
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■地域金融機関：アンケート回答者概要

金融機関の所在地 n=259, 行(%) 金融機関の規模(総資産額) n=259
 全都道府県から回答を回収  回答者の所属金融機関の規模は幅広くカバー

1000億円以上2500億円未満

5兆円以上10兆円未満

10兆円以上50兆円未満

1兆円以上5兆円未満

2500億円以上5000億円未満

100億円以上500億円未満

5000億円以上1兆円未満

500億円以上1000億円未満

12 (5%)

100億円未満

9 (3%)

72 (28%)

36 (14%)

38 (15%)

50 (19%)

21 (8%)

10 (4%)

11 (4%)

北海道

中国

近畿

関東

東北四国

中部

九州
22
(8)

34
(13)

55
(21)

61
(24)

29
(11)

15
(6)

13
(5)

30
(12)

資料:地域金融機関アンケート
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■地域金融機関：ニーズ調査結果まとめ

対地方創生SDGs
融資における
課題とニーズ

SDGs認知度・
取組度合

金融表彰制度
の実効性

ニーズ調査から導けること

 地域金融機関にとって、事業に対する融資全般の課題はノウハウ不足(64%)、融資先の開拓
(49%)、人員キャパシティ不足(31%)等

 地方創生、SDGs関連融資を行っている地域金融機関のうち、99%が地方創生SDGsに対する融
資によるメリットを感じているものの、客観的な定量評価は行えていない（55%が定量評価を行っ
ておらず、43％は独自手法で行っている）

 融資を促すためには、国によるSDGsの普及および需要の創出・ガイドラインの提供・事業者の取
組の見える化等のサポートが必要

 地域金融機関におけるSDGs認知度は99%、うち79%が内容まで理解している
 ヒアリング結果からも、地域金融機関のSDGsに対する意欲の高さがうかがえる
 認知度は高いものの、実際に地方創生、SDGs（または地域貢献活動）に関連する商品を設けて
いる地域金融機関は52%

 また、融資については地方創生、SDGs（または地域貢献活動）への取組を事業性評価項目に含
めている地域金融機関は37%

 すなわち、SDGsに形式的に取り組んでいる地域金融機関が多く、金融商品・サービス開発において
SDGsに実質的に取り組むにあたる対策が必要

 78%の地域金融機関が、金融表彰制度については、企業ブランド・信用力の向上、PR効果、職
員のモチベーション向上が期待できそうということからニーズが高い想定

 制度設計においては、表彰単位にバリエーションを設け、かつPR効果が最大限享受できるように留
意する必要がある

A

B

C

資料:地域金融機関アンケート・インタビュー
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■地域金融機関のセグメント：SDGs認知度、関連融資商品有無

SDGs(持続可能な
開発目標)について
知っていますか?

SDGs、地方創生
等の地域貢献活動
への対応に関する融
資商品を設けていま
すか?

SDGsを認知してお
り、関連商品を設け
ている

SDGsを認知してい
るが、関連商品は
設けていない

SDGsを認知してい
ないが、関連商品を
設けている

SDGsを認知してい
ないし、関連商品を
設けていない

Yes

SDGs、地方創生
等の地域貢献活動
への対応に関する融
資商品を設けていま
すか?

No1

Yes

No

Yes

No

259件(100%) 204件(79%) 119件(46%)

85件(33%)

15件(6%)

40件(15%)

55件(21%)

 地域事業者における需要創出を
目的として金融機関（と地方公
共団体）によるSDGs周知

 地域金融機関間のモデルケース
共有のためのプラットフォーム

地域金融機関が事業者のSDGs
取組支援を強化するための対応策アンケート質問 金融機関セグメント

 地域事業者における需要創出を
目的として金融機関（と地方公
共団体）によるSDGs周知

 登録・認証制度を通した取引先
に対するSDGs取組見える化

 他の金融機関の成功例を見て
関心が高まる想定

 取引先の事業拡大ニーズに合わ
せて金融商品・サービスを提供で
きるようにガイドラインを提供

 地域金融機関間のモデルケース
共有のためのプラットフォーム

資料:地域金融機関アンケート

1. 「聞いたことはあるが内容は知らない」または「知らない」と回答
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■地域金融機関のSDGs認知度、SDGs・地方創生等関連商品有無A

内容まで知っている

聞いたことはあるが
知らない

知らない

204 (79%)

3 (1%)

52 (20%)

37 (18%)

設けていない

設けている
設けていないが、
似たような目的を持った
商品を設けている

85 (42%)

82 (40%)

設けていない

設けている 9 (16%)
設けていないが、
似たような目的を持った
商品を設けている

6 (11%)

40 (73%)

詳細事項

SDGs認知度(n=259)
SDGs、地方創生等の地域貢献活動への対応に
関する融資商品を設けているか

資料:地域金融機関アンケート

地域金融機関のSDGs認知度はアンケート回答者の99％（うち79％が内容まで知っている）と高く、認知度に関
わらず約51%がSDGs・地方創生に対する融資商品、または類似商品を設けている
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■SDGs・地方創生に対する商品の提供状況

SDGs・地方創生等の地域貢献活動対応商品を設けることによるメリット(n=134) SDGs・地方創生等の地域貢献活動対応商品の融資件数(2015年度以降)(n=134)

SDGs・地方創生等の地域貢献活動への定量的なインパクト評価方法(n=134) 融資以外に行っているのSDGsに関する取組(n=134)

81 (60%)

社会貢献につながる

PRにつながる

長期的利益が得られる 64 (48%)

特に大きなメリットはない

120 (90%)

その他

1 (1%)

6 (4%)

0 (0%)

73 (54%)

58 (43%)

5 (4%)

その他

SDGs取組に資する
ビジネスコンサルティング

SDGsの周知・啓蒙 75 (56%)

SDGs取組に資する
専門家の紹介

27 (20%)

8 (6%)

48 (36%)

その他

60件以上 40 (30%)

45 (34%)

分からない

41~60件

21~40件

1~20件

行っていない

7 (5%)

7 (5%)

2 (1%)

4 (3%)

29 (22%)

評価していない

自社で独自に判断している

国や自治体による認証制度や表
彰制度によって判断している

第三者に評価を委託している、ま
たは第三者の格付によって判断し
ている
資料:地域金融機関アンケート

 SDGs・地方創生等に対する融資商品を設けることに地域金融機関はPR効果、長期的利益等メリットを見出しており、融資商品を設ける以外にも周知・啓蒙や
ビジネスコンサティング等の活動を実施

 融資については、SDGs・地方創生等へのインパクト評価方法は業界共通の定量評価はなく、実績が60件以上または1～20件に集中し取組の度合いは両極端

B

特になし(32行)、各
種セミナーの開催、
出産子育て支援、
観光振興に関する
定期預金、環境保
護活動等
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■SDGs・地方創生関連事業への融資促進に必要なもの

6 (4%)

11 (8%)

109 (81%)

37 (28%)

0 (0%)

23 (17%)

10 (7%)

設けている
(n=134)

設けていない
(n=125)

当該事業への融資における懸念点 事業への融資促進のために必要な制度・仕組・支援

SDGs・地方創生等の地域
貢献活動に取り組む事業へ
の融資商品有無

事業者に対してSDGsに関する理解や
取組が浸透しているとはいえない
融資判断の仕方が分からない
リターンが低いかもしれない

融資先をどう開拓していいかわからない
そもそも追加で融資する資金が足りない

地方創生をする事業に対する融資の
商品がない

その他

0 (0%)

32 (26%)

14 (11%)

88 (70%)

52 (42%)

5 (4%)

11 (9%)

事業者に対してSDGsに関する理解や
取組が浸透しているとはいえない
融資判断の仕方が分からない
リターンが低いかもしれない

融資先をどう開拓していいかわからない
そもそも追加で融資する資金が足りない

地方創生をする事業に対する融資の
商品がない

その他

84 (63%)

75 (56%)

15 (11%)

14 (10%)

融資の仕方のガイドライン提供

地域貢献活動に取り組む事業を認知する
登録・認証制度

上記事業に対する融資を積極的に行った
金融機関の表彰制度

その他

65 (52%)

84 (67%)

13 (10%)

11 (9%)

融資の仕方のガイドライン提供

地域貢献活動に取り組む事業を認知する
登録・認証制度

上記事業に対する融資を積極的に行った
金融機関の表彰制度

その他

資料:地域金融機関アンケート

 現状の融資商品有無にかかわらず、事業者のSDGsに対する理解・取組の浸透度及び融資判断のケーパビリティが融資促進における主な懸念点
 融資ガイドライン提供や事業者におけるSDGs普及や認知度向上につながる登録認証制度の実施が必要

B
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■事業性評価におけるSDGsの考慮有無

含めていない

含めている 95 (37%)

不明

163 (63%)

1 (0%)

53 (56%)
34 (36%)
34 (36%)

27 (28%)

13 (14%)

23 (24%)
19 (20%)

14 (15%)

12 (13%)
11 (12%)
11 (12%)

41 (43%)
18 (19%)

25 (15%)

7 (4%)

102 (63%)

19 (12%)

16 (10%)

融資審査の基準または評価の中に非財務情報は含めているか(n=259)

含めている項目(n=95)

含めてない理由(n=163)

ゴール9：産業技術革新
ゴール7：エネルギーへのアクセス、クリーンエネルギー
ゴール8：働きがい経済成長
ゴール11：住み続けられるまちづくり
ゴール3：健康福祉
ゴール4：教育
ゴール12：つくる責任つかう責任
ゴール13：気候変動
ゴール1・2：貧困飢餓
ゴール14：海の豊かさを守る
ゴール15：緑の豊かさも守る
その他SDGゴール
CSR等を総合判断

評価の仕方が分からない
与信判断には関係がないと思う
評価の仕組みはあるが、
運用するためのリソースが足りない
分からない
その他

資料:地域金融機関アンケート

 37%の地域金融機関が事業性評価において非財務情報を含めているが、含めていない金融機関にとっては、評価の仕方が大きな阻害要因となっている

B
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■登録認証制度・金融表彰制度に対する所感

思う

思わない

104 (78%)

30 (22%)

56 (42%)

57 (43%)

6 (4%)

27 (20%)

7 (5%)

7 (5%)

思わない

思う 91 (73%)

34 (27%)

63 (50%)

2 (2%)

49 (39%)

45 (36%)

11 (9%)

19 (15%)

20 (15%)

制度内容
による

思う

思わない

85 (63%)

29 (22%)

制度内容
による 80 (64%)

思う

思わない

15 (12%)

30 (24%)

21 (16%)

13 (10%)

65 (49%)

62 (46%)

61 (46%)

14 (10%)

5 (4%)

12 (10%)

44 (35%)

38 (30%)

15 (12%)

1 (1%)

設けている
(n=134)

設けていない
(n=125)

与信判断の材料として
活用したいと思うか

与信判断の好材料
となる審査主体

地域貢献活動に取り組む
事業への融資商品有無

制度があれば融資をより
積極的に行いたいと思うか

左記で「思う」「制度内容による」
を選んだ理由

第三者評価機関

地方自治体

国

地域金融機関
自己評価による登
録制度
登録認証制度は与
信判断の材料となり
えない

SDGsへの貢献が周
知されることにより信用
が上がるから

顧客に対するPRにな
るから

職員の自信となるから
大手金融機関からの
融資を受けやすくなる
から
分からない

その他

登録・認証制度に対する所感 金融表彰制度に対する所感

資料:地域金融機関アンケート

第三者評価機関

地方自治体

国

地域金融機関
自己評価による登
録制度
登録認証制度は与
信判断の材料となり
えない

SDGsへの貢献が周
知されることにより信用
が上がるから

顧客に対するPRにな
るから

職員の自信となるから
大手金融機関からの
融資を受けやすくなる
から
分からない

その他

 SDGs、地方創生等に関する融資商品を設けているか否かに関わらず、75%の地域金融機関が事業性評価において非財務情報を活用したいと思っており、金融表彰制度
を通した顧客に対するPR、金融機関としての信用度アップにつながるのであればは融資を積極的にしたいと思っている

C
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■金融表彰制度設計における要望

28 (21%)

地域への貢献度

テーマの特異性

その他

融資総額・件数

取組内容 19 (14%)

29 (22%)

15 (11%)

29 (22%)
地域貢献

41 (31%)PR効果

ブランド力・信用力向上
社員のモチベー
ション向上

その他

ビジネス機会拡大

32 (24%)

9 (7%)

3 (2%)

2 (1%)

19 (14%)

地域への貢献度

テーマの特異性

融資総額・件数

取組内容

26 (21%)

その他

30 (24%)

15 (12%)

9 (7%)

22 (18%)

19 (15%)
社員のモチベー
ション向上

PR効果

ブランド力・信用力向上

40 (32%)

ビジネス機会拡大

地域貢献

その他 17 (14%)

3 (2%)

9 (7%)

8 (6%)

設けている
(n=134)

設けていない
(n=125)

金融表彰制度において望ましい評価方法 表彰されることにより期待するメリット

SDGs・地方創生等の地
域貢献活動に取り組む事
業への融資商品有無

プロセス評価、SDGsへの貢献度、モデルケースか否か、
融資利用先からの評価等

SDGsの浸透及び取り組み促進、ノウハウの共有、経
済的メリット(補助金、利子補給等)等

資料:地域金融機関アンケート

 金融表彰制度については、融資総額・件数に限らず幅広い評価方法が望ましい模様。また、表彰されることによるPR効果の最大化、ブランド力・信用
力向上の2点が表彰制度の設計において考慮要

C
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■地域貢献活動に対する融資商品を設けている地域金融機関のニーズ

結論・仮説リサーチ結果

 地域金融機関によるSDGsへの融資促
進の土台として、地域事業者のSDGs
に対する理解が不可欠
— 地域事業者へのアンケートを基に理
解度を深掘り

 客観的な判断基準の採用・十分な運
用を行えている地域金融機関は少なく、
取り組み促進のためには、ガイドラインや
成功事例の共有が有効

その他
そもそも追加で融資する資金が足りない

事業者に対してSDGsに関する理解や取り組み
が浸透しているとは言えない
融資判断の仕方が分からない

地方創生をする事業に対する融資の商品がない
リターンが低いかもしれない

融資先をどう開拓していいか分からない

109 (81%)
37 (28%)

23 (17%)
11 (8%)
10 (7%)

0 (0%)
6 (4%)

SDGs,、地方創生等の地域貢
献活動に取り組む事業への融
資における金融機関としての懸
念点は何ですか? 
(n=134)(q19)

事業(特にSDGs、地方創生
等の地域貢献活動に取り組む
事業)に対して融資を促進させ
るにはどのような制度・仕組み・
支援が必要です
か?(n=134)(q20)

SDGs、地方創生等の地域貢
献活動に関連した活動へのイン
パクトはどのように定量的に評
価していますか? (n=134)(q16) 5 (4%)

73 (54%)

58 (43%)

0 (0%)

評価していない

自社で独自に判断している

国や自治体による認証制度や表
彰制度によって判断している

第三者に評価を委託している、または第三
者の格付によって判断している

75 (56%)

84 (63%)

15 (11%)

14 (10%)

融資の仕方のガイドライン提供

地域貢献活動に取り組む事業を認知する
登録・認証制度

上記事業に対する融資を積極的に行った
金融機関の表彰制度

その他

資料:地域金融機関アンケート

C
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■地域貢献活動に積極的に融資を行っていない地域金融機関のニーズ

 SDGsを事業性判断に含めるこ
とによるメリットが低いと感じている
地域金融機関はマイノリティ

 地域金融機関によるSDGsへの
融資促進の土台として、地域事
業者のSDGsに対する理解が不
可欠
— 地域事業者へのアンケートを
基に理解度を深掘り

 取組促進のためには、ガイドライ
ン・成功事例の共有および第三
者評価機関による評価支援が
有効

事業者に対してSDGsに関する理解や
取組みが浸透しているとはいえない

地方創生をする事業に対する融資の商品がない
融資判断の仕方が分からない

融資先をどう開拓していいか分からない
そもそも追加で融資する資金が足りない

リターンが低いかもしれない

88 (70%)

その他

52 (42%)
32 (26%)

14 (11%)
11 (9%)

0 (0%)
5 (4%)

SDGs、地方創生等の地域
貢献活動に取り組む事業へ
の融資における金融機関とし
ての懸念点は何です
か?(n=125)(q31)

事業(特にSDGs、地方創生
等の地域貢献活動に取り組
む事業)に対して融資を促進
させるにはどのような制度・仕
組・支援が必要です
か?(n=125)(q32)

(前問で「事業性評価項目に
含めていない」を選んだ場合)
非財務情報(事業として取り
組んでいる社会貢献活動等)
を考慮しない理由は何です
か?(n=163)(q8)

登録認証制度において、誰が
審査を行えば、事業性評価
や与信判断の好材料となりま
すか?(n=125)(q34)

結論・仮説リサーチ結果

C

102 (63%)

16 (10%)
7 (4%)

19 (12%)

25 (15%)

評価の仕方が分からない
与信判断には関係がないと思う
評価の仕組みはあるが、運用するためのリソースが足りない
分からない
その他

84 (67%)

65 (52%)

13 (10%)

11 (9%)

融資の仕方のガイドライン提供
地域貢献活動に取り組む事業を認知す登録・認証制度
上記事業に対する融資を積極的に行った金融機関の
表彰制度
その他

63 (50%)
49 (39%)

2 (2%)

45 (36%)
11 (9%)

19 (15%)

第三者評価機関
地方自治体
国
地域金融機関
自己評価による登録制度
登録認証制度は与信判断の材料となりえない

資料:地域金融機関アンケート
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■登録・認証制度における評価機関

結論・仮説リサーチ結果
 現状、活動のインパクト評価の
際、外部からの評価を制度に
取り入れている地域金融機関
は少ないが、外部評価機関へ
のニーズはある
— 評価の観点において、既存

の評価制度で不十分な点
をヒアリングで深堀

第三者評価機関
地方自治体
国

128 (49%)

地域金融機関
自己評価による登録制度

111 (43%)

106 (41%)

25 (10%)

15 (6%)
そもそも登録認証制度は
与信判断の材料となりえない 40 (15%)

SDGs、地方創生等の
地域貢献活動に関連し
た活動へのインパクトはど
のように定量的に評価し
ています
か?(n=134)(q16)

登録認証制度において、
誰が審査を行えば、事
業性評価や与信判断の
好材料となります
か?(n=259)(q22)(q34)

C

73 (54%)

58 (43%)

5 (4%)

0 (0%)

評価していない

自社で独自に判断し
ている
国や自治体による認
証制度や表彰制度に
よって判断している
第三者に評価を委託して
いる、または第三者の格付
によって判断している

資料:地域金融機関アンケート
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■金融表彰制度設計における留意点

結論・仮説リサーチ結果(n=259)

 金融表彰制度により、地域金
融機関の融資促進の可能性
が期待できる

 より多くの地域金融機関の賛
同を得る制度にするためには、
表彰単位のバリエーションが必
要

SDGs、地方創生などの
地域貢献活動や環境
保全に取り組む事業へ
の融資を積極的に行って
いる金融機関を国が表
彰する制度があったら、よ
り融資を積極的に行いた
いと思いますか？
(q23)(q35)

表彰制度が設置された
場合、どのような評価方
法が望ましいですか？
(例：融資の総額、テー
マの特異性等) 
(q25)(q37)

C

資料:地域金融機関アンケート

制度内容による

いいえ

はい 35 (14%)

59 (23%)

165 (64%)

34 (13%)取組内容

融資総額・件数

テーマの特異性

地域への貢献度

55 (21%)

その他

58 (22%)

24 (9%)

51 (20%)
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1. ニーズ調査概要（背景、目的、検証したい仮説）

2. 地域金融機関向けのニーズ調査結果

3. 地域事業者向けのニーズ調査結果

4. 地域公共団体向けのニーズ調査結果
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■地域事業者：ニーズ調査対象

インタビューアンケート

実施期間
 2019年9月14日～9月16日  2019年9月4日～9月12日

対象者
 地域事業者1154人（東京以外の
道府県の事業で管理職以上の人を
対象とする）

 地域事業者3社

実施方法
 Webフォームでのアンケート  対面のヒアリング

 共通の質問に加え、回答内容を踏ま
えてフォローアップ質問を実施

質問例

 現在事業において地域貢献、地方創
生などに関連するものはありますか？

 こういった活動に取り組む際の課題は
何ですか？

 SDGsについて知っていますか？
 SDGsに関連する活動は事業において
取り組んでいますか？

 どのような地域貢献活動・地方創生取
組・SDGs取組を実施していますか？

 SDGsに取組始めたきっかけはなんです
か？またその結果得られたメリットはなん
ですか？

 SDGsに取組について、登録・認証制
度があったら応募したいと思いますか？
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■地域事業者：アンケート回答者概要（1/2）

岩手県

千葉県

長野県

佐賀県

山梨県

宮崎県

大阪府

群馬県

神奈川県

19 (2%)

兵庫県

長崎県

埼玉県

10 (1%)

愛知県

大分県

北海道
福岡県

京都府
静岡県

三重県

広島県
宮城県

86 (7%)

高知県

岡山県

新潟県

8 (1%)

茨城県

栃木県

愛媛県
福島県

59 (5%)

奈良県

9 (1%)

岐阜県

山形県

香川県

36 (3%)

滋賀県
熊本県

和歌山県

鹿児島県
徳島県

43 (4%)

青森県

山口県

石川県
鳥取県

秋田県

55 (5%)

島根県

富山県
沖縄県

福井県

18 (2%)

10 (1%)

146 (13%)

21 (2%)

82 (7%)
69 (6%)

47 (4%)

33 (3%)

45 (4%)

29 (3%)

21 (2%)

22 (2%)

17 (1%)
17 (1%)
17 (1%)
17 (1%)
16 (1%)

9 (1%)

16 (1%)
16 (1%)
16 (1%)

8 (1%)

15 (1%)
15 (1%)
14 (1%)
14 (1%)

11 (1%)
11 (1%)

9 (1%)

8 (1%)

7 (1%)
7 (1%)
6 (1%)
6 (1%)
6 (1%)
5 (0%)

3 (0%)

50~100人

1~5人

5~25人

25~50人

100~300人

300人以上

754 (65%)

205 (18%)

61 (5%)

49 (4%)

44 (4%)

41 (4%)

事業拠点の所在地 (n=1,154) 従業員数 (n=1,154)

資本金 (n=1,154)

270 (23%)

500万円未満

1,000万円以上5,000万円未満

500万円以上1,000万円未満

596 (52%)

55 (5%)5,000万円以上1億円未満

3億円以上

1億円以上3億円未満

150 (13%)

49 (4%)

34 (3%)

資料: 地域事業者アンケート
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■地域事業者：アンケート回答者概要（２/2）

資料: 地域事業者アンケート

小売業

鉱業、採石業、砂利採取業

生産用機械器具製造業

その他のサービス業
建設業

教育、学習支援、医療、福祉、複合サービス業

10 (1%)

144 (12%)

学術研究、専門・技術サービス業

非鉄金属製造業

不動産業

コンサルタント業

情報通信業

4 (0%)

卸売業

生活関連サービス業、娯楽業

10 (1%)

飲食サービス業

15 (1%)

その他の製造業

6 (1%)

運輸業

農業

電気・ガス・熱供給・水道業

業務用機械器具製造業

金属製品製造業

183 (16%)

宿泊業

窯行・土石製品製造業

食料品製造業

木材・木製品、パルプ・紙・紙加工品製造業

電気機械器具製造業
輸送機械器具製造業

情報通信機械器具、電子部品・デバイス・電子回路製造業
化学工業

9 (1%)

21 (2%)

漁業

広告業
繊維工業
石油製品・石炭製品製造業

105 (9%)

はん用機械器具製造業

3 (0%)

鉄鋼業
飲料・たばこ・飼料製造業
林業

138 (12%)
112 (10%)

13 (1%)

75 (6%)

6 (1%)

69 (6%)

4 (0%)

38 (3%)
33 (3%)

24 (2%)
23 (2%)

19 (2%)

13 (1%)

4 (0%)
5 (0%)

42 (4%)

4 (0%)

4 (0%)

3 (0%)

3 (0%)
3 (0%)
3 (0%)
2 (0%)

2 (0%)
2 (0%)

事業拠点の所在地 (n=1,154)
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■地域事業者：ニーズ調査結果概要（1/2）

ニーズ調査から導けること

金融商品サービス
に関する感触
(事業拡大に
おけるニーズ)

C

 地域事業者の事業拡大ニーズは主に自社製品・サービスに対する地域の需要縮
小 (27%), 人手の確保(21%), 後継者を見つけること(20%)など「需要」と「人」に
関連する課題に集中

 資金の確保(17%)はあるものの、最大のニーズではなく、金融機関にとっては、投
融資以外の非金融サービスの検討をしていく必要がある

SDGs認知度・
取組状況

 地域事業者においてSDGsを認知している事業者は全体の36%、うち10%が
SDGsの内容まで理解している

 SDGs認知度全体的に低いものの、 実際にSDGsに事業として取り組んでいる割
合は83%と非常に高い

 登録・認証制度を通してSDGs認知度・取組度を上げるには、自治体・国による
SDGsの理解度促進・啓蒙、また、SDGs取組事例集を積極的に提供する必要
あり

A

登録認証制度に
関する感触

 登録・認証制度については、制度内容により56%の地域事業者が登録の意欲を
示している

 制度設計において、地域事業者が応募検討段階で障害になりうるもの(煩雑な
手続きなど)を取り除き、且つ応募者にとってメリット（PR効果等）が最大限享
受できるように設計する必要がある

B
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■地域事業者：ニーズ調査概要（2/2）

地域事業者セグメント

Yes

No

Yes

No

Yes

No

アンケート概要
地域事業者によるSDGs認知度・取組度向上のための
対応策

SDGsに関する取り
組みを行っているの
か?

1154件(100%)

SDGsについて知って
いますか?

956件(83%)

SDGsについて知って
いますか?

198件(17%)

SDGsを取り組んでお
りSDGsを認識してい
る事業

366件(32%)

SDGsを取り組んでお
りSDGsを認識してい
ない事業

590件(51%)

SDGsを取り組んでい
ないSDGsを認識し
ている事業

50件(4%)

SDGsを取り組んでい
ないSDGsを認識し
ていない事業

148件(13%)

 登録・認証制度を通じて地域事業者の現在のSDGs
活動を評価し、取組を更に強化してもらう

 自治体・国・金融機関によりSDGs認知度を上げるた
めの啓蒙・教育活動を推進する

 登録・認証制度を通じて、地域事業者の現在の
SDGs活動を強化する

 国内外中小企業の地方創生SDGs取組事例集を紹
介し、取り組むきっかけを作る

 登録・認証制度において障害になりうるもの(煩雑な
手続き)を取り除き、インセンティブをしっかり設計する
(PR効果最大化）

 他の地域事業者の成功例を見ることで関心が高まる
想定

資料: 地域事業者アンケート
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■SDGsの認知度・取組状況

資料: 地域事業者アンケート

聞いたことはあるが
知らない

内容まで知っている

738 (64%)聞いたことがない

305 (26%)

111 (10%)
97

14

取り組んでいる

取り組んでいない

859

184取り組んでいない

取り組んでいる

SDGs認知度 (n=1,154) SDGs取組状況1

• 54%
SDGsに取り組んでい
ることを認識している
• 46%
SDGsに取り組んでい
ることを認識していない

• 23%
SDGsに取り組んでい
ることを認識している
• 77%
SDGsに取り組んでい
ることを認識していない

1. SDGsに関する取り組みといっても理解されない可能性があることから、アンケートでは現在事業で関連するSDGsテーマを選ぶ聞き方としている

 地域事業者SDGsの認知度は10％と非常に低いが、実際はSDGsに取り組んでいる事業が83％
 SDGsと関連していることに気づかずに取り組んでいる事業が多いと考えられるため、登録・認証制度によって裾野を広げることの効
果が高い見込み

A



28

■登録・認証制度に対する所管

応募したい

応募したくない

92 (33%)

制度による

63 (22%)

127 (45%)

登録・認証制度があった
場合、応募したいと思いますか？

応募を検討する上で障害と
なりうることは何ですか？

448 (51%)応募したくない

応募したい

制度による

40 (5%)

384 (44%)

所要時間が長い

応募・審査の基準
が不明確

手続きが煩雑

85 (30%)

8 (3%)

登録・認証に
よって得られる
メリットが不明確

104 (37%)

その他

102 (36%)

48 (17%)

どのようなメリットがあれば
応募しようと思いますか？
補助金等の
経済的支援

顧客や自治体
へのPR効果

他関連団体との
ネットワーキング
のための機会提供

32 (11%)

入札・格付での
優遇 45 (16%)

124 (44%)

専門家相談、
勉強会等の
取組推進支援

88 (31%)

44 (16%)

SDGs1に
取り組ん
でいる事
業者
(n=282)

SDGs1に
取り組ん
でいない
事業者
(n=872)

118 (14%)

手続きが煩雑

登録・認証に
よって得られる
メリットが不明確

応募・審査の基準
が不明確

189 (22%)

所要期間が長い

208 (24%)

その他

74 (8%)

3 (0%)

102 (12%)顧客や自治体
へのPR効果

104 (12%)

他関連団体との
ネットワーキング
のための機会提供

補助金等の
経済的支援
専門家相談、
勉強会等の
取組推進支援

63 (7%)入札・格付での
優遇

196 (22%)

55 (6%)

資料: 地域事業者アンケート
1. SDGsに関する取り組みといっても理解されない可能性があることから、アンケートでは現在事業で関連するSDGsテーマを選ぶ聞き方としている

 登録・認証制度は現在SDGsに取り組んでいるか否かに関わらず、応募したい・制度によっては応募したい事業者が大半
 但し、制度自体の透明性（基準の公開、メリットの明確化）、手続き上での利用しやすさに応じて応募数に差が出る可能性あり

B
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■地域事業者の事業拡大におけるニーズ

資料: 地域事業者アンケート

原材料の価格の上昇

ビジネスノウハウ・スキルが足りない

地域での需要が減っている

必要な人手を確保できない

後継者が見つからない

事業拡大ための資金が足りない

その他（具体的にご記入ください）

15 (5%)

従業員の時給の上昇

52 (18%)

顧客への宣伝の仕方が分からない

86 (30%)

人手の確保の仕方が分からない

新しい技術や業界の情報に触れる機会が少ない

他社とのネットワーク作りのチャンスが少ない

拡大した事業を運営するための資金が足りない

海外の需要が減っている

海外からの観光客の数が減っている

29 (10%)

69 (24%)

67 (24%)

45 (16%)

26 (9%)

44 (16%)

9 (3%)

30 (11%)

34 (12%)

20 (7%)

15 (5%)

13 (5%)

13 (5%)

自社拠点ロケーションが悪く、営業・採用等の活動がしづらい

その他（具体的にご記入ください）

26 (3%)

従業員の時給の上昇

ビジネスノウハウ・スキルが足りない

90 (10%)

地域での需要が減っている

拡大した事業を運営するための資金が足りない

後継者が見つからない

必要な人手を確保できない

事業拡大ための資金が足りない

原材料の価格の上昇

自社拠点ロケーションが悪く、営業・採用等の活動がしづらい

顧客への宣伝の仕方が分からない

人手の確保の仕方が分からない

45 (5%)新しい技術や業界の情報に触れる機会が少ない

他社とのネットワーク作りのチャンスが少ない

海外からの観光客の数が減っている

海外の需要が減っている

6 (1%)

224 (26%)

197 (23%)

177 (20%)

132 (15%)

93 (11%)

74 (8%)

63 (7%)

74 (8%)

68 (8%)

46 (5%)

42 (5%)

19 (2%)

事業拡大における課題

SDGsに取り組んでいる1 (n=282) SDGsに取り組んでいない1 (n=872) 

1. SDGsに関する取り組みといっても理解されない可能性があることから、アンケートでは現在事業で関連するSDGsテーマを選ぶ聞き方としている

 地域事業者にとっての事業拡大における最大のニーズは、SDGs取組有無に関わらず地域の需要拡大、後継者探し、人手確保、スキル不足が多く挙
げられる。

C
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■SDGs取組背景、取組強化/開始における課題

資料: 地域事業者アンケート
1. SDGsに関する取り組みといっても理解されない可能性があることから、アンケートでは現在事業で関連するSDGsテーマを選ぶ聞き方としている

282

872

取り組んでいる

取り組んでいない

148 (52%)

同業他社が
取り組んでおり、
プレッシャーを感じている

その他

事業の成長につながる

事業のイメージアップ
につながる

社員の満足度が上がる

124 (44%)

89 (32%)

33 (12%)

16 (6%)

取り組んでいる/いない理由SDGs1取組状況 (n=1,154) 強化/開始における課題

Web上での
マニュアル配布 35 (12%)

その他

社会貢献・地方創生等への
取り組みを評価する
登録・認証制度
資金援助

専門家による
1対1の相談サービス

勉強会・講座などに
よる教育機会の提供

119 (42%)

99 (35%)

83 (29%)

48 (17%)

12 (4%)

368
(42%)

そもそも
興味がない

その他

どのような取組みをすれば
よいかわからない

負担が重そう

取り組んでも
評価されない

取組むメリットが
わからない

234 (27%)

183 (21%)

163 (19%)

48 (6%)

17 (2%)

資金援助

取り組みを評価する
政府・自治体の登録・認証制度

Web上での
マニュアル配布

勉強会・講座などに
よる教育機会の提供

専門家による
1対1の相談サービス
の提供
その他

437
(50%)

188 (22%)

164 (19%)

95 (11%)

92 (11%)

81 (9%)

 SDGsに取り組んでいる地域事業者が更に取組を強化するには、その取組を評価する制度、資金援助、教育機会の提供が重要。登録・認証制度を通
して事業者が評価に加え、物質的メリットをインセンティブ設計に含めたい。また、地域金融機関は融資以外のサポート手段を検討する必要あり。

 一方、SDGsに取り組んでいない地域事業者については、SDGsを事業経営に取り組めること、事業の成長につながることの周知・啓蒙が必要

C
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1. ニーズ調査概要（背景、目的、検証したい仮説）

2. 地域金融機関向けのニーズ調査結果

3. 地域事業者向けのニーズ調査結果

4. 地域公共団体向けのニーズ調査結果
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■地域公共団体向：ニーズ調査結果

現在作成中
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